
 

平成１７年度 熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会 議事録 

 

１．日時  平成18年1月31日（火）午後1時30分から午後3時30分 

２．場所  県庁行政棟本館4階 401会議室 

３．出席者 別紙１参照 

４．議事次第 

１． 挨拶 

２． 議事 

（１）報告事項 

①平成17年度熊本県CALS/EC推進協議会委員について 

②平成17年度熊本県CALS/EC推進協議会幹事会議事報告 

（２）協議事項 

１）平成17年度の取り組み状況について 

２）平成18年度の取り組み（案）について 

３）熊本県推進協議会規約の改正について 

３）熊本県CALS/EC推進協議会スケジュールについて 

     ３．その他 

 

５．議事録 別紙２参照  

 

 

 



別紙１ 

 

平成17年度 熊本県CALS/EC推進協議会 出席者 

 所属・役職 氏名 出欠 

会長 熊本県土木部長  松 茂 ○ 

熊本県土木部次長  藤澤 寛 ○ 
副会長 

(社)熊本県建設業協会長  吉田孝夫 ○ 

企画振興部 情報企画課長  冨田健治 ○（代理）島田 

農政部 農地建設課長  上田 堅 ○ 

林務水産部 林政課長  長野潤一 ○ 

土木部 監理課長  出水信治 ○ 

委員(県) 

土木部 土木技術管理室長  渡邊俊二 ○ 

市長会代表   田口信夫（宇土市長） ○（代理）岩本 
委員(市町村) 

町村会代表  荒木泰臣（嘉島町長） ○（代理）西村 

(社)熊本県測量設計業協会長   浦上一成 ○（代理）竹中 

(社)熊本県地質調査業協会理事長  佐藤利吉 ○ 

(社)熊本県建築士事務所協会長  八木龍平 ○（代理）古川 

熊本県土地改良事業団体連合会長  冨永清次 ○（代理）筑紫 

委員(業界) 

熊本県森林組合連合会長  松村 昭 欠席 

委員 

（公益法人等） 
(財)熊本県建設技術センター代表 今坂堅三 

○ 

国土交通省九州地方整備局企画部 

   技術管理課 技術管理課長 

 

久保朝雄 

○（代理）堀江 

熊本大学工学部 

環境システム工学科 教授 

  

小林一郎 

欠席 
アドバイザー 

熊本県立大学総合管理学部 

   総合管理学科    教授 

  

片岡 勒 

欠席 



平成１７年度熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会議事録 様式　２

議事　次第

番号
13:30 1 事務局

13:31 2 松原推進協議会長

13:35 3

13:35 (1)

2)１7年度熊本県CALS/EC推進協議会幹事会議事報告
渡邊幹事長

＜報告事項の概要＞

【議事項目】

①平成１７年度の取り組み状況

②平成１８年度の取り組み（案）

③熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会規約改正

④熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会スケジュール

【議事概要】

①平成１７年度の取り組み状況
・地質調査業から電子納品の市町村の取り組みが遅れる
と、業務効率化のメリットが生かせないとの意見があった。
これに対して町村会から、今後市町村職員に対して意識の
向上を図るとの意見があった。

・業界の対応は可能かとの意見に対して、測量設計・地質
調査業界は、平成１９年度から本格運用しても対応可能と
の回答があった。また、建設業界は協会員へ調査したとこ
ろ、平成２０年度からの本格運用に対して対応可能との報
告があった。

　これに対して、事務局から今後研修について、基本構想
等企画部会において市町村のレベルアップを図るため何が
できるのか検討する旨の回答及び年明けから各地域振興
局毎に説明会（県、市町村、建設業界を対象）を開催し、研
修への参加を働きかけるとの回答を行った。

質疑①
・ＣＡＬＳ／ＥＣの研修について、建設業の
受講が少ない。市町村の受講が若干少な
いため、研修参加を要請する。

・研修の補完体制として「地区連絡会議」
を実施しているとのことであるが、組織・事
務はどの様なものか。また、市町村の支
援の必要性が明確となったと記載されて
いるが、事務局としてどのようなことを考え
ているのか。

→（　事務局　）
・地区連絡会議は、県（公共３部）・市町村・
建設業協会の委員で構成し、企画調査課を
事務局としている。事務としては電子納品に
係る相談受付、意見交換会、研修の実施で
ある。
また、市町村支援として地域振興局と連携
し、地区主催の研修会を実施するなど、地域
のニーズに十分お答えできるよう「地区連絡
会議」の充実を図っていく。

時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

開会

議長指名：熊本県CALS/EC推進協議会規約第７条の２項に基づき、会長長から藤澤副会長を議長に指名

議事

報告事項

13:36
承認 事務局1)平成１7年度熊本県CALS/EC推進協議会委員について

13:37

挨拶

1 ページ 推進協議会議事録.xls



平成１７年度熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会議事録 様式　２

議事　次第

番号
時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

④熊本県CALS/EC推進協議会スケジュール 質疑③
・ＣＡＬＳ／ＥＣのスケジュールはどうなって
いるのか

→（事務局）
・県・市町村の一部運用開始はＨ１７年度が
目標。（県では、電子納品・電子入札をＨ１７
から実施。市町村では、熊本市が平成１７年
度から、電子入札を実施している。）
　本格運用開始時期を県は平成２０年度、市
町村は平成２３年度を目標に進めている。

・平成17年度及び平成18年度の推進協議会の行動計画の
説明を行い、幹事会においては了承された。

平成１７年度熊本県CALS/EC推進協議会幹
事会議事報告について承認

・市町村の課長レベルに対して「教育・研修」の働きかけを
行う必要があるのではないかとの意見があった。また、電
子納品地区連絡会議は、係長や担当者レベルを対象とし
ているため、年明け実施の説明会はレベルを上げた方がよ
いとの意見があった。

②平成１８年度の取り組み（案）
・熊本県CALS/ECアクションプログラムの電子納品・情報
交換共有及び電子入札・入札情報提供の行動計画に対
し、平成１８年度の取り組み内容についての提案を行い、
幹事会においては了承された。

③熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会規約改正
・平成１６年度の推進協議会において、平成１８年度以降の
利活用検討体制として電子納品ワーキンググループ（官・
民）の設置について検討することとしているため、設置につ
いて迅速に対応するため、作業部会長の権限でＷＧの設
置が出来るよう規約の改正の提案を行い、幹事会において
了承された。

質疑②
・市町村が電子入札システムを導入する
のは透明性の向上が図られるのは理解で
きるが、費用対効果について疑問がある。

・県・市町村の共同運営については、今回
の資料のどこに記載されているのか

→（事務局）
・県と全市町村が共同運営することし、全市
町村に参加を働きかけている。開発費は県・
市町村の人口比、運用費はその年度に参加
している自治体の人口比で算出することで進
めている。全市町村が参加の場合、県が１／
２、市町村が１／２の負担額となる。開発費
及び運用費は単独開発に比べてコストが下
がる。

・ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会とは別組織として
熊本県・市町村電子自治体共同運営協議会
の中の電子入札システム部会で、市町村に
負担割合と参加方法の提案を行っており、本
日までに意見がなければ議決することとして
いる。

2 ページ 推進協議会議事録.xls



平成１７年度熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会議事録 様式　２

議事　次第

番号
時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

13:45 （２） 議事事項

１） 平成１７年度
の取り組み
状況につい
て

（事務局）
・資料３により、平成１７年度の取り組み状況及び平成１８
年度取り組み（案）を説明
（説明概要）
電子納品
・利活用に関するワーキンググループの設置を検討してい
く。
・試行パイロット事業を拡大する。

質疑④
・電子入札のチュートリアルとはどんなも
のか。当センターでの研修との違いは何
か。

→（事務局
・ 電子入札のチュートリアルとは、熊本県の
ホームページ上でＩＣカードを使用せず電子
入札の流れの疑似体験ができるシステム。
建設技術センターの研修は、本番と同一で実
務に応じた研修である。

２） 平成１８年度
の取り組み
（案）につい
て

・実証実験（一部運用）をＨ１７から実施し、平成１８年度は
拡大する。

・研修の基本体制は建設技術センターで実施、補完体制と
して地域振興局単位の地区連絡会議を実施している。建設
技術センターの研修者数は、発注者５０３名（内市町村５７
名）受注者７７４名で、市町村及び受注者の受講が少ない。
このため、本年度から、県・市町村・建設業を対象に説明会
を実施していく。
・試行・パイロット事業の実施率は、前年度より上昇してい
る。

質疑⑤
・電子入札は１０月から運用を開始してい
るが、これまでの実施状況はどうなってい
るのか。

→（事務局）
・本県では１０月から実施し、これまでに７件
実施（条件付一般競争入札３件、公募型指名
競争入札２件、通常指名競争入札２件）し、
全て電子入札で対応したものは１件。その他
も電子入札の割合が多い。また、電子入札シ
ステムの利用届提出者数は５４４社（１／１９
現在）で、今後対象案件を拡大するため、３
月までに届者数は増えると考えている。

質疑⑥
・実際に電子納品された成果品（レベル
３）を使った講習会がわかりやすいので、
このような研修を実施してもらえないか。

→（事務局）
・電子納品地区連絡会議でも、同様な要望が
出ており、今後地区連絡会議の中で実施で
きないか検討していく。

質疑⑦
・ＣＡＬＳ／ＥＣ（電子納品）に対応するため
には、受注者の費用負担が生じるが、こ
の経費をみてもらえないか。

→（事務局）
・電子納品に係る経費は、共通仮設費率に
含まれている。共通仮設費率については、国
土交通省が動向調査を行っている。また、補
助することは出来ないが、融資制度等の情
報提供は可能である。

論点：　電子納品の「教育・研修」について 質疑⑧
・地域振興局単位の電子納品説明会で
Ｄ、Ｅランク業者は平成１９年度に予定さ
れているが、平成２０年度からの本格運用
に対応出来るか疑問である。出来るだけ
早期に実施すべきではないか。

→（事務局）
・平成１４年度から試行事業を行っているが、
Ｄ、Ｅランク業者についても十分な準備期間
が必要と思われるので、第３回説明会は平
成１８年度までに終えるよう前倒しで取り組む
ように修正する。

質疑⑨
・Ｄ、Ｅランク業者は、ＣＡＤに対応できるか
疑問である。業務内容等しだいでは、レベ
ル２程度で納品させるなどの検討してもら
えないか。

・草刈り業務等の工事、業務については、工
事内容を考慮し、今後ＣＡＤでの納品の必要
性等を検討をする。

平成１７年度の取り組み状況及び平成１８年
取り組み（案）の議事について承認。

電子入札
・市町村との共同運用に関する検討を、熊本県・市町村電
子自治体運営協議会の電子入札システム部会で費用負担
等について協議している。

・工事の一部運用をＨ１７から実施し、平成１８年度は大規
模業務も含め拡大する。 （平成１８年１０月から出先機関
で運用開始）

・操作研修テキストを作成し、建設技術センターで研修を実
施。　　（Ｈ１７：延べ１８回、Ｈ１８：延べ２４回実施予定）

3 ページ 推進協議会議事録.xls



平成１７年度熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会議事録 様式　２

議事　次第

番号
時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会規約改正に
ついて承認。

（事務局） 質疑⑩ →（事務局）

資料５に基づき、下記説明を実施した。
・平成１７年度の推進協議会について
　基本構想等企画作業部会を１２／１日に実施。
　電子納品作業部会を２回（９／２８、１１／１７）実施。
電子入札作業部会は、別途電子入札システム部会を実
施した。

・平成１８年度の推進協議会スケジュールについて
　作業部会：年１～２回必要に応じて開催
　幹事会：年１回、１２月頃予定
　推進協議会：年１回、１月予定

・平成１７年度の電子納品の作業部会は、
下期に実施しているが、一部運用が始
まっているため、問題点が出てくるのでは
ないかと考えられるので、なるべく早い時
期に実施した方が良いのではないか。

・電子入札・電子納品が平成１７年度に一部
運用を開始したこと。電子納品の利活用ワー
キングの立ち上げが必要になること。また、
「市町村・業界研修促進」の取り組み等の検
討が必要になることから、年度の前半から作
業部会に取り組んでいきたいと考えている。

熊本県CALS/EC推進行動計画について承
認

（事務局）
平成１６年度の推進協議会において、平成１８年度以降
の利活用検討体制として電子納品ワーキンググループ
（官・民）の平成１８年度以降の設置について検討すること
としている。
現在は農政部を事務局として利活用の課題の抽出に向
けた事前協を行っているが、１８年度中に迅速に対応する
ため、作業部会長の権限でＷＧの設置が出来るよう規約の
改正の提案を行った。

３） 熊本県ＣＡＬ
Ｓ／ＥＣ推進
協議会規約
改正

４） 熊 本 県
CALS/EC 推
進行動計画
について

4 ページ 推進協議会議事録.xls



平成１７年度熊本県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会議事録 様式　２

議事　次第

番号
時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

14:45 4 その他

（事務局からの連絡事項）

熊本県（県・市町村）におけるＣＡＬＳ／ＥＣの取り組み（配
布資料：概念と導入目的、普及・推進体制、県・市町村の運
用目標年度を記載）について、各組織に持ち帰って会員の
皆様に周知して欲しい旨の説明を行った。

（国土交通省からの情報提供）

建設通信新聞（Ｈ１８．１．３０　）により情報提供が行われた
・新ＣＡＬＳ／ＥＣアクションプログラムが平成１７年度内に公
表予定。
・新アクションプログラム内容は、以下のとおり。
①インターネットを通じた入札説明書の配布、契約手続き
の電子化。
②ＣＡＤで数量計算を可能にする体制整備の検討。
③完成図を利用して、管理図の蓄積・更新の効率化。

・平成１７年８月に電子納品運用ガイドライン（案）の全国版
が改定され、これに伴い、九州地方整備局で作成している
電子納品の手引き等を改定する。

・電子納品説明会を九州各県５会場で実施する。熊本の場
合、２月８日に「テルサ」で実施する。

・九州地方ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会は、新アクションプログ
ラムが出た後に開催予定。

（情報企画課からの意見）

県・市町村電子自治体運営協議会では電子入札以外でも
今後、県・市町村でコンピュータを利用した業務について取
り組みを考えているので、建設業界の皆様にもご協力をお
願いしたい。

5 ページ 推進協議会議事録.xls
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番号
時間 項目 報告・協議すべきこと 協議したこと 協議した結果 担当者

意見①

・熊本土木事務所管内での建設業界の電子納品の受講が
他の振興局に比べて少なくなっている。研修の計画的な取
り組みをお願いしたい。

実態調査をした結果、熊本支部協会員の
２／３社が２０年度までは対応可能と考え
ている。現在Ａ・Ｂと後継者がいるＣＤクラ
スが取り組みを実施していると考えられ
る。今後、足並みが揃うよう周知していき
たい。

意見②

・ＣＡＬＳ／ＥＣと併せて品質確保に関する法律についても
導入して頂くようお願いする。方法等について示して頂きた
い。

品確法の一環として、総合評価方式での
入札を県では平成１７年度に１件試行する
予定。今後、県で部会の立ち上げについ
て検討していく。業界とも情報交換しなが
ら進めていき、今後拡大を図っていく。

→（事務局）

　現在の品確法に関する取り組みは、平
成１７年１１月に品質確保に関する九州連
絡協議会が設立され、この下部組織とし
て熊本県部会を２月末に設置したいと考
えており、振興局の土木部長が市町村長
に内容の説明をしているところである。今
後、県・市町村一体となって進めていく。
業界とも一体となって進めていく必要があ

ると考えている。

15:05 5 閉会
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